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計画、建設、管理の「発展のロードマップ」を明らかにした。（人民網 2月 22日） 
 中国は 2014年 3月 16日に「国家新型都市化計画（2014～2020）」を発表した。それ














2014年 3月 18日） 
  人民網は同計画に基づいた、現代化中国の青写真を次のように描いている。 
 ①2020年の目標 
  ・常住人口の都市化率を約 60％に引き上げる。都市部の戸籍を持つ人の割合を約
45％に引き上げる。上記 2 つの割合の差を約 2 ポイント縮める。農業をやめた
人など 1億人を都市部に移転させる。 
  ・「両横三縦」を主体とした都市化戦略の枠組みをほぼ完成させる。 
   注：両横：ランドブリッジルートと長江沿いルート 
    三縦:沿海、京哈(北京-ハルビン、京広（北京-広州)」、包昆(包頭-昆明)ルート 
  ・高い密度、多機能、公共交通指向型開発を集約したコンパクト型開発のスタイル























 ⑤民用航空が国民 90％カバーへ 











 ⑦公共交通機関の駅を 500メートル間隔に 
    公共交通機関を都市交通発展の主要部分に位置付け、基本人口 100万人以上の都
市の中心地において、公共交通の駅を 500メートル間隔で設置する。 
 ⑧都市中心地の機能を 1時間以内の交通圏に拡散 











 ①2015年の都市化率約 6割、但し、戸籍人口の都市化率はまだ低い 




  中国国内の都市の数は 653 都市に達し、市街地の人口が 100 万人を上回る都市は
140 都市あまりに達した。また、人口が 1000 万人を超える都市は 15 都市となっ
た。 









   中国には大小合わせて 43,685 の市、県、郷・鎮があり、13 億 6 千万を超える

































上、内部の受け入れ能力の向上にあると強調している。（人民網 3月 6日より抜粋） 
 
③北京市の都市化計画 
  人民網（2月 22 日）は、北京市の肥大化を抑制する都市化計画を報じた。北京















  ①都市住宅制度改革の深化――居住条件改善へ 
    都市住宅制度の改革深化、住宅保障制度の整備、バラック区債開発と危険住宅
の改修加速、老朽化した集合住宅の改修加速を図る。居住証制度の実施により、
都市部の常住者が基本公共サービスを均等に受けられるようにする。 
  ②自然環境と一体化した街づくり――よりよい住みやすい都市環境へ 







    都市開発の進展に伴う「都市型洪水」問題の解消を目指す。都市の保水・排水
関連のインフラ整備を強化、雨水の貯留・浸透力の高い「雨に強い都市」を建
設する。 
  ④都市の「遺伝子」の保全――「画一的」で「短命」な都市開発の禁止 
    都市空間の立体性、周辺との調和、景観の全体像、街並みの連続性などに配慮
した都市開発を進め、その都市特有の地域環境、文化的特色、建築様式など「遺
伝子」を保全する。 
  ⑤「同心円的」な都市開発の防止――盲目的な拡張の禁止 





    都市管理と法執行に関する制度改革を推進し、社会道徳を厳格に守り、公正で
モラルと秩序のある管理を行う。 
  ⑦安全を最優先に――都市生活をより安全に 
    安全を最優先とし、安全検査、品質検査を確実に行う。都市活動や都市成長の
各分野で安全活動を徹底する。 
  ⑧都市の共同管理、共同建設を推進――市民の帰属意識とモラル向上へ 
    市民のモラル向上を図るとともに、あらゆる形で企業や市民の都市建設や管
理への参加を促し、真の意味での都市の共同管理、共同建設を実現する。 
  ⑨ずさんな管理方式を徹底改善――都市生活をより快適に 













    「意見」は都市計画・建設・管理における指導思想、全体的目標と基本的原則
を明確にするとともに、次の 7つの面から都市計画・建設・管理の重点課題を打
ち出した。 




    ・都市の特色ある風貌の創造 
    ・都市建築水準の向上 
    ・省エネ都市建設の推進 
    ・都市公共サービスの整備 
    ・都市の居住環境の整備 
    ・都市ガバナンスのイノベーション 
 
    重点課題については具体的な数値目標が掲げられている。例えば「都市公共サー
ビスの整備」では、2020 年までに現有のバラック密集地や危険な住宅の改造を基





























































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 
1月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 
2016年             
1月    1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
